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下院と上院の税制改革法案の概要 

【要旨】 
 

 
 

 

 

 トランプ政権と共和党が実現を目指している税制改革について、下院と上院で夫々

法案が発表された。 

 下院と上院の法案について、法人税部分での主な相違点は、①「法人税率引き下げ

のタイミング（下院の法案は 2018年、上院の法案は 2019年）」、②「税源侵食等

への対処方法」、③「現在海外へ滞留している利益への適用税率」、④「パススル

ー事業体への課税方法」等である。 

 所得税部分での主な相違点は、①「所得税の税率と税率適用区分（税率適用区分

は、下院の法案が 4段階、上院の法案が 7段階）」、②「一部の項目別控除の取り

扱い（州地方税や住宅ローン利子）」、③「相続税の取り扱い（下院の法案では

2024年に廃止、上院の法案では廃止せず）」等である。 

 今後について、下院は、来週（11月 13日～17日）にも税制改革法案を本会議で採

決する予定である。上院は、財政委員会が 13 日から法案の修正作業を行うことに

なっている。トランプ大統領は税制改革法案について、年内、クリスマスまでの成

立を目指している。 

 法案の内容が異なるため、両院で夫々の法案を可決できたしてもその後に一本化し

なければならず、年内の成立が可能かどうかは不透明である。加えて、上院で過半

数での可決を可能とするためには、税制改革によって財政赤字が拡大する期間を向

こう 10 年間に限る必要があり（通称「バード・ルール」）、減税措置の幾つかに

追加的に時限を設ける必要があるとも指摘されている。発表された法案に十分な時

限措置等が盛り込まれなかった背景は不明だが、何れにしても法案の内容は依然流

動的とみておいた方が良いだろう。 
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下院と上院は夫々の税制改革法案を発表 

トランプ政権と共和党が実現を目指している税制改革について、下院と上院で夫々法案が

発表された（第 1表）。下院では、歳入委員会が 11月 2日に法案を発表。その後に一部修正

を行い、修正後の法案を 11 月 9 日に歳入委員会が可決している。上院では、財政委員会が

11 月 9 日に法案（草案）を発表。今後、修正作業を行う予定である。以下、下院と上院の法

案について、相違点を中心に確認していく。 

 

 

 

税制改革法案の概要（法人税部分） 

トランプ政権と共和党指導部が以前に発表した統一案に基づき、上下院何れの法案でも、

法人税の最高税率は現在の 35％から 20％へ引き下げられ、税率が引き下げられるなかで税制

優遇措置の多くが廃止される（第 2表）。 

法案の主な相違点は、①「法人税率引き下げのタイミング（下院の法案は 2018年、上院の

法案は 2019 年）」、②「税源侵食等への対処方法（注 1）」、③「現在海外へ滞留している利

益への適用税率（注 2）」、④「パススルー事業体への課税方法」等である。また、「設備投資

費用の取り扱い」と「利子控除の制限」についても、条件等に幾分違いがある。  

（注 1）税源侵食とは、多国籍企業等によるグループ間の国際取引等を用いた課税回避等のことであり、それらを抑止

するための改正が盛り込まれている。 

（注 2）米国は、海外で課税後の利益について還流時に米国税率との差分を課税する仕組みをとっているが（全世界課

税方式）、還流時まで課税を先送りできるため海外に滞留している利益が多く、問題になっている。今回の税制

改革が実現すれば、今後は他国と同様の所謂「テリトリアル方式（国外所得課税免除方式）」へ移行。移行に際

し、現在海外に滞留している利益については、一度限り低税率で課税される。 

 

9月19日 上院予算委員会所属の共和党議員、税制改革で向こう10年間で1.5兆ドルの歳入減を許容することで合意

9月27日 トランプ政権と共和党指導部が税制改革の統一案を発表

10月19日 上院、2018会計年度の予算決議案を可決

10月26日
下院、上院と同内容の2018会計年度の予算決議案を可決

（→税制改革法案の上院での可決は60票ではなく、過半数で可能に）

11月2日 下院歳入委員会、税制改革法案を発表

11月6日 下院歳入委員会、税制改革法案に関する修正討議を開始

11月9日
・下院歳入委員会、修正後の税制改革法案を可決（賛成24：反対16）

・上院財政委員会、税制改革法案を発表

第1表：税制改革に向けた最近の動き

（資料）各種報道、資料より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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税制改革法案の抜粋（所得税部分） 

所得税については、上下院案ともに税率が引き下げられ、法人税と同様に税制が大幅に簡

素化される（第 3、4表）。下院歳入委員会によれば、下院の法案（修正前）は、標準的な中

間所得層（年収 59,000ドルで家族 4人）に対して 1,182ドルの減税をもたらす。 

法案の主な相違点は、①「所得税の税率と税率適用区分（税率適用区分は、下院の法案が

4 段階、上院の法案が 7 段階）」、②「一部の項目別控除の取り扱い（州地方税や住宅ロー

ン利子）」、③「相続税の取り扱い（下院の法案では 2024年に廃止、上院の法案では廃止せ

ず）」等である。また、子女税額控除が拡大されるが、条件等に幾分違いがある。  

下院の法案

（11月2日発表）

下院の法案修正

（11月9日発表）

上院の法案

（11月9日発表）

・現行の最高税率35％から一律20％へ引き下げ
・現行の最高税率35％から一律20％へ引き下げ

・引き下げは2019年から

・一定の条件を満たす設備投資は、即時の全額償却が可能（向
こう5年間の時限措置）

・小企業について、内国歳入法179条に基づき費用化できる上限

を拡大（50万ドル→500万ドル）

・一定の条件を満たす設備投資は、即時の全額償却が可能（向
こう5年間の時限措置）

・小企業について、内国歳入法179条に基づき費用化できる上限

を拡大（50万ドル→100万ドル）

・居住用・非居住用不動産物件の耐用年数を39年から25年へ引

・課税所得から控除できる利払い費（ネット）の上限を、利払い
前・税引前・償却前利益〈EBITDA〉の30％に設定

・対象は、総収入2,500万ドル以上の企業

・不動産企業、公益事業者等は上限適用の対象外

・課税所得から控除できる利払い費（ネット）の上限を、利払い
前・税引前利益〈EBIT〉の30％に設定

・対象は、総収入1,500万ドル以上の企業

・不動産企業、公益事業者等は上限適用の対象外

・維持 ・維持

-
・2023年より資産計上

し償却
-

・テリトリアル方式（国外所得課税免除方式）へ移行 ・テリトリアル方式（国外所得課税免除方式）へ移行

・1回限りの課税（税率は、現金・流動資産が12％、非流動資産

が5％）

・税率は、現金・流動
資産が14％、非流動

資産が7％

・1回限りの課税（税率は、現金・流動資産が10％、非流動資産

が5％）

・海外子会社の『超過収益（foreign high profit）』の50％を

課税対象とする
・『超過収益』とは、海外子会社の純所得が通常の利益
（routine return、7％+連邦短期金利）を上回る部分

・海外子会社（低税率国）の無形固定資産から生じる所得につい
ては、12.5％で課税

・米国内の企業が米国外の関連企業宛に行う支払いについて、
20％の物品税（excise tax）を課税

・外国税額控除の拡
大等

・Base erosion and anti-abuse tax（税源侵食と国際的な租

税回避の乱用を防ぐための税）を設置

・最高税率を25％へ引き下げ

・但し、所得税率回避の抜け穴とならないように条件を設定。パッ
シブなビジネスオーナーの場合には最高税率は25％だが、アク

ティブなビジネスオーナーの場合には、所得の30％は最高税率

25％、所得の70％は労働所得と見做して課税（他の基準も有）

・アクティブなビジネス
オーナーの75,000ドル

までの所得に対して
は、低税率（9％）を適

用

・条件を満たすパススルー事業体からの所得に対して、17.4％の

控除を新設（労働所得の50％が上限）

・但し、法律・金融・専門サービス等の特定のサービス産業は控
除の対象外

第2表：税制改革法案の抜粋（法人税部分）

研究実験支出

税源侵食への対処

海外子会社利益への
課税

パススルー事業体へ
の課税

項目

法人税率

投資費用

利子控除

R&D税額控除

現在の海外滞留
分への課税

（資料）下院歳入委員会、上院財政委員会資料等より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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下院の法案

（11月2日発表）

下院の法案修正

（11月9日発表）

上院の法案

（11月9日発表）

・現行7段階を4段階に簡素化
・現行と同じ7段階

・但し、適用税率が変わる所得の閾値は変更
10％、15％、25％、28％、33％、35％、39.6％→

12％、25％、35％、39.6％

10％、15％、25％、28％、33％、35％、39.6％→

10％、12％、22.5％、25％、32.5％、35％、38.5％

・基礎控除額を略2倍に拡大

　〈独身〉6,350ドル→12,000ドル

　〈夫婦合算〉12,700ドル→24,000ドル

・基礎控除額を略2倍に拡大

　〈独身〉6,350ドル→12,000ドル

　〈夫婦合算〉12,700ドル→24,000ドル

・廃止 ・廃止

・廃止 ・廃止

・300ドルの税額控除を新設

・向こう5年間の時限措置
・導入せず

・税額控除額を1,000ドルから1,600ドルへ拡大

・税額控除が段階的に縮小する所得水準を引き上げ
　〈夫婦合算〉110,000ドル→230,000ドル

・向こう5年間の時限措置

・税額控除額を1,000ドルから1,650ドルへ拡大

・税額控除が段階的に縮小する所得水準を大幅に引き上げ
　　〈夫婦合算〉110,000ドル→1,000,000ドル

・維持 ・維持

・概ね維持 ・維持

・廃止 ・廃止せず維持 ・維持

・多くを廃止。但し、「住宅ローン利子」、「州地方税」、「慈善寄
付」等の控除は縮小しつつ維持

・多くを廃止するが、下院の法案に比べると廃止する項目は少な
め

・利子控除の対象となる住宅ローン規模を引き下げ
　〈夫婦合算〉1,000,000ドル→500,000ドル

・2件目以降の住宅ローン利子控除を廃止

・既存の住宅ローンに関する取り扱いは不変

・利子控除の対象となる住宅ローン規模は現行の1,000,000ドルを

維持
・ホームエクイティローンの利子控除は廃止

・州地方の所得税と売上税の控除を廃止
・州地方の固定資産税の控除は継続するが、上限を設定
　（10,000ドルまで）

・控除を廃止（事業から発生した税金は控除可）

・改善しつつ控除を維持 ・維持

・廃止 ・廃止せず維持 ・維持

・相続税の基礎控除を2倍に拡大

　（一人当たり549万ドル→1,098万ドル）

・2024年に相続税を廃止

・相続税の基礎控除を2倍に拡大

・相続税は廃止せずに存続

勤労所得税額控除

項目

所得税率適用区分

所得税率

基礎控除

子女養育費税額控除

相続税

（資料）下院歳入委員会、上院財政委員会資料等より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

医療費

養子税額控除

項目別控除

住宅ローン利子

州地方税

慈善寄付

第3表：税制改革法案の抜粋（所得税部分）

人的控除

代替ミニマム税

子女税額控除

家族税額控除の新設

税率 税率 税率

0 ～ 9,325              10％ 0 ～ 45,000            12％ 0 ～ 9,525              10％

9,325              ～ 37,950            15％ 45,000            ～ 200,000          25％ 9,525              ～ 38,700            12％

37,950            ～ 91,900            25％ 200,000          ～ 500,000          35％ 38,700            ～ 60,000            22.5％

91,900            ～ 191,650          28％ 500,000          ～ 39.6％ 60,000            ～ 170,000          25％

191,650          ～ 416,700          33％ 170,000          ～ 200,000          32.5％

416,700          ～ 418,400          35％ 200,000          ～ 500,000          35％

418,400          ～ 39.6％ 500,000          ～ 38.5％

税率 税率 税率

0 ～ 18,650            10％ 0 ～ 90,000            12％ 0 ～ 19,050            10％

18,650            ～ 75,900            15％ 90,000            ～ 260,000          25％ 19,050            ～ 77,400            12％

75,900            ～ 153,100          25％ 260,000          ～ 1,000,000       35％ 77,400            ～ 120,000          22.5％

153,100          ～ 233,350          28％ 1,000,000       ～ 39.6％ 120,000          ～ 290,000          25％

233,350          ～ 416,700          33％ 290,000          ～ 370,000          32.5％

416,700          ～ 470,700          35％ 370,000          ～ 1,000,000       35％

470,700          ～ 39.6％ 1,000,000       ～ 38.5％

（注）基礎控除額を勘案前の数値。
（資料）下院歳入委員会、上院財政委員会資料等より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

【夫婦合算】

現行 下院の法案 上院の法案

年間所得（ドル） 年間所得（ドル） 年間所得（ドル）

年間所得（ドル） 年間所得（ドル） 年間所得（ドル）

第4表：所得税率の適用区分

【独身】

現行 下院の法案 上院の法案
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税制改革による連邦財政への影響 

今回の税制改革法案は、向こう 10 年間の連邦政府歳入の下振れを 1.5 兆ドル以内に抑える

内容であれば、上院（定数 100）において通常の 60 票ではなく過半数の 50 票での可決が可

能となっている（注 3）。即ち、民主党議員の支持が無くても、（上院で 52 議席を占める）共

和党議員だけの賛成票で可決が可能となっている。 

発表された下院の法案（修正後）は、向こう 10 年間で歳入を 1.4 兆ドル程度下振れさせ、

上院の法案は 1.5 兆ドル程度下振れされるとみられており、何れも上記条件は満たしている

ようだ（第 5 表）（注 4）。なお、内訳をみると、両法案ともに所得税部分よりも法人税部分で

の歳入の下振れが大きくなっている。 

（注 3）可決された予算決議案において、「調整」という措置に税制改革を盛り込んだため。 

（注 4）これらは税制改革による GDPへのプラス影響を考慮する前の数値であり、GDPへの影響を考慮した所謂『ダイ

ナミック・スコアリング』では歳入の下振れ幅は縮小する。 

 

 

下院の法案 上院の法案

所得税率の引き下げ -11,000 -13,000

基礎控除を略2倍に拡大 -9,210 -9,200

代替ミニマム税（AMT）の廃止 -6,960 -7,070

子供や扶養家族の税額控除拡大 -6,410 -5,820

小計 -33,580 -35,090

人的控除の廃止 16,000 16,000

項目別控除の制限・廃止 13,000 13,000

その他 2,800 1,720

小計 31,800 30,720

-1,780 -4,370

法人税率の引き下げ、AMTの廃止 -15,000 -14,000

パススルー事業体への税率引き下げ -5,970 -4,600

テリトリアル方式への移行 -2,070 -2,160

無形資産への課税変更 - -1,210

投資費用の即時の全額控除を可能に（向こう5年間） -250 -610

中小企業の償却拡大 -410 -520

その他 -260 -290

小計 -23,960 -23,390

税源侵食への対応 2,090 2,710

現在の海外滞留利益に対する一度の課税 2,930 1,900

利子控除の制限 1,720 3,080

欠損金の繰越制限 1,560 1,700

国内製造活動の控除の廃止 950 810

研究実験支出の取り扱い変更 1,090 -

パススルー損失の制限 - 1,760

その他 3,110 2,400

小計 13,450 14,360

-10,510 -9,030

-1,510 -940

約 -14,000 約 -15,000合計

（注）『下院の法案』は、修正後の内容に基づく数値。
（資料）合同租税委員会、「責任ある連邦財政のための委員会（CRFB）」資料より三菱東京UFJ銀行

　　　　経済調査室作成

所得税部分計

歳入減
項目

歳入増
項目

法人税部分計

その他（相続税の廃止・基礎控除拡大）

第5表：税制改革法案の歳入への影響（2018年～2027年の10年間累計）

項目
（億ドル）

歳入減
項目

歳入増
項目
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税制改革の行方 

今後について、下院は、来週（11 月 13 日～17 日）にも税制改革法案を本会議で採決する

予定である。上院は、財政委員会が 13日から法案の修正作業を行うことになっている。トラ

ンプ大統領は税制改革法案について、年内、クリスマスまでの成立を目指している。 

法案の内容が異なるため、両院で夫々の法案を可決できたしてもその後に一本化しなけれ

ばならず、年内の成立が可能かどうかは不透明である。加えて、上院で過半数での可決を可

能とするためには、税制改革によって財政赤字が拡大する期間を向こう 10年間に限る必要が

あり（通称「バード・ルール」）、減税措置の幾つかに追加的に時限を設ける必要があると

も指摘されている。発表された法案に十分な時限措置等が盛り込まれなかった背景は不明だ

が、何れにしても法案の内容は依然流動的とみておいた方が良いだろう。 

 

（2017年 11月 10日 栗原 浩史 hikurihara@us.mufg.jp） 
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